
市議会だより
9月定例会号
第24号

平成23年11月1日発行
発行：二本松市議会
福島県二本松市金色403-1
Tel.0243-55-5143/Fax.0243-22-6047

フ
ォ
ト
コ
ン
テ
ス
ト
写
真　

優
秀
賞　
「
水
お
と
」



2 定例会概要

10億2千5百万円の補正予算を可決
災害廃棄物処理、被災箇所復旧等 ９　月　定　例　会

　二本松市議会９月定例会は、９月６日から９月28日までの23日間を会期として開催されました。
　今回提出された議案は、平成22年度一般会計、特別会計、企業会計の決算認定や平成23年度一般会計補正
予算、条例制定など市長提出議案39件（追加2件）、請願1件、議員提出議案4件でした。
　これらを慎重に審議した結果、平成22年度一般会計等8件の歳入歳出決算の認定については反対討論があ
り、採決の結果、賛成多数で認定されました。この8件を除く決算認定14件及び平成23年度一般会計補正予算
など全議案は全会一致で原案のとおり認定・可決されました。　
　なお、請願1件については、委員長報告に対して反対討論があり、採決の結果、趣旨採択となりました。
　最終日に追加された、二本松市石平財産区及び針道財産区管理委員選任の同意についての議案2件は、全会
一致で同意されました。

◎二本松市認定こども園条例制定について
　小学校就学前の子どもに対し、教育及び保育を一
体的に実施するとともに、地域の子育て家庭に対
する支援を行うため、市が設ける認定こども園に関
し、必要な事項を定めるもの。
◎二本松市税条例等の一部を改正する条例制定につ
いて

　現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して、
税制の整備を図るための地方税法等の一部を改正す
る法律、地方自治法の一部を改正する法律、地方税
法施行令の一部を改正する政令等の公布に伴い、所
要の改正を行うもの。
◎二本松市肉用繁殖雌牛特別導入事業基金条例等の
一部を改正する条例制定について

　基金の積立て等に伴う基金原資の変動等により、所要
の改正を行うもの。

　小浜小学校校舎耐震補強建築主体工事について、
工事内容の変更により、工事請負契約を変更するも
の。

　消防ポンプ自動車２台を取得するもの。

◎二本松市一般会計補正予算
　普通交付税本算定の結果による歳入の補正、東日
本大震災・原子力災害対策に要する措置、大震災
による被災箇所の復旧に要する措置、市独自の震災
対策緊急雇用に要する措置を主として措置するもの
で、現計予算の総額に歳入歳出それぞれ1,025,738千円
を追加し、予算総額を28,217,550千円としたもの。

（歳出の主なもの）
○総務費
　・財政調整基金積立金の増額　　　　　 290,000千円
　・地域振興整備基金積立金の増額　　　　25,993千円
○衛生費
　・ホールボディカウンター整備事業の増額

　　　　　  8,397千円
　・大震災被災危険建築物等撤去事業の増額

　　　　　107,200千円

○農林水産業費
　・農産物・土壌放射線量等測定事業の増額

　　　　　  4,272千円
　・水田原発事故対策事業の増額　　 　　10,000千円
　・畑作原発事故対策事業の増額　　 　　 5,000千円
　・畜産原発事故対策事業の増額　　 　　 6,342千円
○商工費
　・原発事故風評被害対策温泉地支援事業の増額

　　　  3,000千円
○土木費
　・一般市道整備事業の増額　　　　　　  21,100千円
○消防費
　・河川・汚泥等放射線量測定事業の増額 　2,428千円
○災害復旧費
　・農業用施設補助災害復旧事業の増額　 38,894千円
　・土木施設単独災害復旧事業の増額　　 56,170千円
　・都市公園等放射能汚染土壌除去事業の増額

　　　　209,000千円
　・市営住宅団地内公園等放射能汚染土壌除去事業
　　の増額　　　　　　　 　　　　　　　11,278千円
　・学校施設空間放射線量低減化事業の増額

　　　  5,230千円

（歳入の主なもの）
○普通交付税の増額　　　　　　　　　　397,900千円
○財政調整基金繰入金の減額　　　　　　480,000千円
○前年度繰越金の増額　　　　　　　　　398,884千円
○国庫支出金の増額
　・災害等廃棄物処理事業費国庫補助金の増額

　　 53,600千円
　・公立諸学校建物其他災害復旧費国庫補助金の増額

　　　　　　　　　　 46,993千円
◎二本松市国民健康保険特別会計補正予算
　前年度繰越金の確定により補正したもの。
◎二本松市後期高齢者医療特別会計補正予算
　前年度繰越金の確定による広域連合納付金の精算
措置。
◎二本松市介護保険特別会計補正予算
　保険事業勘定及び介護サービス事業勘定とも前年
度繰越金が確定したことによる補正措置。
　東日本大震災により被災した被保険者の介護保険
利用者負担額の免除等の補正措置。
◎二本松市安達簡易水道事業特別会計補正予算
◎二本松市岩代簡易水道事業特別会計補正予算
◎二本松市安達下水道事業特別会計補正予算
◎二本松市岩代下水道事業特別会計補正予算
◎二本松市水道事業会計補正予算
◎二本松市下水道事業会計補正予算

補　正　予　算

条　　　　　例

工事請負契約の変更

財 産 の 取 得
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○請願
番　　号 件　　　　　　　　名 結　　果

第１号 平成２４年度福島県小中学校新規教員採用候補者選考試験の実施を求める意見書
採択を求める請願書 趣旨採択

○議員提出議案と審議結果
議案番号 件　　　　　　　　名 結　　果

第１０号

第１１号

第１２号

第１３号

牛肉価格安定のための調整保管を求める意見書の提出について

県による環境モニタリング調査の強化を求める意見書の提出について

原案可決

原案可決

原案可決

原案可決

東京電力福島第一・第二原子力発電所の廃炉及びエネルギー政策の転換を求める
意見書の提出について（国に対するもの）
東京電力福島第一・第二原子力発電所の廃炉及びエネルギー政策の転換を求める
意見書の提出について（県に対するもの）

○市長から提案された議案と審議結果
議案番号 件　　　　　　　　名 結　　果
第７７号
第７８号
第７９号
第８０号
第８１号
第８２号
第８３号
第８４号
第８５号
第８６号
第８７号
第８８号
第８９号
第９０号
第９１号
第９２号
第９３号
第９４号
第９５号
第９６号
第９７号
第９８号
第９９号
第１００号
第１０１号
第１０２号
第１０３号
第１０４号
第１０５号
第１０６号
第１０７号
第１０８号
第１０９号
第１１０号
第１１１号
第１１２号
第１１３号
第１１４号
第１１５号

平成２２年度二本松市一般会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市土地取得特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市公設地方卸売市場特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市工業団地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市佐勢ノ宮住宅団地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市安達簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市岩代簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市東和簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市安達下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市岩代下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市茂原財産区特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市田沢財産区特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市石平財産区特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市針道財産区特別会計歳入歳出決算の認定について
平成２２年度二本松市工業団地造成事業会計決算の認定について
平成２２年度二本松市宅地造成事業会計決算の認定について
平成２２年度二本松市水道事業会計決算の認定について
平成２２年度二本松市下水道事業会計決算の認定について
二本松市認定こども園条例制定について
二本松市税条例等の一部を改正する条例制定について
二本松市肉用繁殖雌牛特別導入事業基金条例等の一部を改正する条例制定について
工事請負契約の変更について
財産の取得について
平成２３年度二本松市一般会計補正予算
平成２３年度二本松市国民健康保険特別会計補正予算
平成２３年度二本松市後期高齢者医療特別会計補正予算
平成２３年度二本松市介護保険特別会計補正予算
平成２３年度二本松市安達簡易水道事業特別会計補正予算
平成２３年度二本松市岩代簡易水道事業特別会計補正予算
平成２３年度二本松市安達下水道事業特別会計補正予算
平成２３年度二本松市岩代下水道事業特別会計補正予算
平成２３年度二本松市水道事業会計補正予算
平成２３年度二本松市下水道事業会計補正予算
二本松市石平財産区管理委員選任の同意について
二本松市針道財産区管理委員選任の同意について

原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案認定
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
原案可決
同　　意
同　　意
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平成22年度各会計決算を認定平成22年度各会計決算を認定
決 算 審 査 特 別 委 員 会

　平成２２年度の一般会計、特別会計及び企業会計決算は、第７回市議会９月定例会に上程され、
９月１２日に議長及び議会選出の監査委員を除く２４人の委員をもって構成する決算審査特別委員
会を設置しました。委員長に安部匡俊議員、副委員長に小林均議員を選任し、２０日、２１日、
２２日及び２６日の４日間にわたって決算審査を行いました。
　地方の財政環境が一段と厳しさを増す状況の中、委員会の審査では、２２年度の行財政運営の実
績や各施策の効果などについて活発な議論を交わし、全会計の決算を認定しました。

一 般 会 計 決 算
歳　入

問　市民税のうち市内の法人数及び赤字の法人数は。
答　法人数1,208社。うち法人税割課税199社。赤字か

どうかは不明。
歳　出

総 務 費
問　定住・二地域居住促進事業の効果は。
答　東和地域へ居住を希望した人がいたが、原発事故

の影響もあり、居住までには至らなかった。
問　昨年１年間で緊急雇用創出基金事業を活用し、雇

用された臨時職員の人数は。
答　県補助金対象者45人、市単独事業として25人を雇

用した。
民 生 費
問　乳幼児医療費助成、小学生医療費助成、子ども医

療費助成の対象人数は。
答　乳幼児医療費助成2,887人、小学生医療費助成

2,755人、子ども医療費助成4,074人。
衛 生 費
問　平成21年度、平成22年度の献血者数は。
答　平成21年度1,920人、平成22年度1,711人。県の目

標数には達しているが、献血条件が厳しくなったことな
どから減少傾向にある。

農林水産業費
問　学校給食二本松産米導入事業の内容は。
答　学校給食の標準米であるひとめぼれから二本松産

コシヒカリを導入するために要した経費の価格差を助
成したものである。62,973㎏分を消費した。

問　危険木除去委託料の内容は。
答　道路から20ｍ以内の危険木(枯木)の伐倒に要する

経費である。
商 工 費
問　ふるさと雇用再生事業終了後、恒常的な雇用となっ

たとき、新たな財政負担は生じないか。
答　当該事業は、３年間の県補助金を活用した制度で

あり、各団体が自立できるように協議・検討していく。

土 木 費
問　緊急雇用創出基金公園環境保全事業における効

果は。
答　10人を採用。公園等の草刈り、剪定業務を行った。

委託から直接雇用にすることにより平成19年度対比
で590万円の歳出削減効果が出た。

問　道路施設改良費における市道の舗装率は。
答　平成23年4月1日現在、実延長2,024㎞、舗装済延

長1,184㎞、舗装率58.5％。
消 防 費
問　地震防災マップは市民にどのように活用されたの

か。
答　平成22年9月に配布した。避難所等を明示し、地震

対策に利用された。
教 育 費
問　高齢者学級の各地域の開催状況は。
答　二本松地域６講座、受講者数2,208人。安達地域４

講座、受講者数1,219人。岩代地域30講座、受講者数
711人。東和地域15講座、受講者数910人。

後期高齢者医療
問　普通徴収保険料の滞納者に対する支援策は。
答　軽減対策として、7割軽減者について9割または8.5

割軽減して軽減割合を高くして負担を下げている。
介護保険特別会計
問　居宅介護住宅改修費、介護予防住宅改修費の件

数と内容は。
答　居宅介護住宅改修費92件、介護予防住宅改修費

35件。居宅の手すり取り付けやトイレ、段差解消等の
住宅改修費を支給した。

公設地方卸売市場特別会計
問　青果部の売上状況は伸びているのか。
答　市場の営業活動により伸びている。
佐勢ノ宮住宅団地造成事業特別会計
問　分譲地の販売見込みは。
答　51区画中残り18区画。合併後は１区画分譲。今後

各 特 別 会 計 決 算

決 算 審 査 の 概 要
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は坪単価の見直し等を含め検討する。
安達・岩代・東和簡易水道事業特別会計
問　施設修繕費の中で東日本大震災の影響による修

繕はあるか。
答　安達・東和簡易水道事業にはない。岩代簡易水道

事業で３カ所985千円。

工業団地造成事業会計
問　土地売却損2億4,337万円が最終的な赤字と捉え

ていいか。一般会計で補てんした分は。
答　土地売却損は簿価と地価との差となる。一般会計

からの補てんは1億8,137万円となる。
水道事業会計
問　石綿セメント管更新事業の総延長、更新率及び計

画期間は。
答　総延長は二本松地域0.3㎞、安達地域13.9㎞、岩

代地域6.7㎞、東和地域0.7㎞。更新率は平成22年度
から事業を開始したため、安達地域で４％。計画期間
は平成32年度まで。

下水道事業会計
問　あだたら清流センター維持管理負担金に県立替分

は含まれているのか。
答　含まれていない。

各 企 業 会 計 決 算

市税
6,121,854千円（22.0％）

市税
6,121,854千円（22.0％）

地方譲与税
489,449千円（1.8％）

地方譲与税
489,449千円（1.8％）

交付金
804,891千円（2.9％）

交付金
804,891千円（2.9％）

地方交付税
9,873,711千円（35.5％）

地方交付税
9,873,711千円（35.5％）

国庫支出金
2,849,937千円（10.2％）

国庫支出金
2,849,937千円（10.2％）

県支出金
1,285,967千円（4.6％）

県支出金
1,285,967千円（4.6％）

市債
2,659,460千円（9.6％）

市債
2,659,460千円（9.6％）

その他
3,757,561千円（13.5％）

その他
3,757,561千円（13.5％）

歳入決算額
27,842,830千円

総務費
4,463,779千円（16.7％）

総務費
4,463,779千円（16.7％）

民生費
6,091,201千円（22.8％）

民生費
6,091,201千円（22.8％）

衛生費
2,177,525千円（8.1％）

衛生費
2,177,525千円（8.1％）

農林水産業費
1,132,292千円（4.2％）
農林水産業費

1,132,292千円（4.2％）

商工費
1,308,967千円（4.9％）

商工費
1,308,967千円（4.9％）

土木費
3,178,356千円（11.9％）

土木費
3,178,356千円（11.9％）

教育費
3,760,934千円（14.1％）

教育費
3,760,934千円（14.1％）

公債費
3,370,140千円（12,6％）

公債費
3,370,140千円（12,6％）

その他
1,276,609千円（4.8％）

その他
1,276,609千円（4.8％）

歳出決算額
26,759,803千円

歳　入 歳　出
一 般 会 計 決 算

歳 　 入
歳 　 出
翌年度へ繰り越すべき財源
実質収支額

区 分

区 分

歳 　 入
歳 　 出
翌年度へ繰り越すべき財源
実質収支額

老人保健
後期高齢者
医 療

工業団地
造成事業

公設地方
卸売市場土地取得

6,176,757
5,927,708

0
249,049

10,697
5,022
0

5,675

107,362
97,362

0
10,000

352,165
352,165

0
0

20,448
19,306

0
1,142

4,328,060
4,278,662

0
49,398

494,834
494,260

0
574

2,520
2,520
0
0

116,518
114,332

0
2,186

国民健康保険
事業勘定直診勘定

介 護 保 険
保険事業勘定 介護サービス事業勘定

3,311
3,133
0

178

129
92
0
37

978
828
0

150

1,871
1,481
0

390

67,340
67,316

0
24

271,712
271,712

0
0

251,342
251,265

0
77

145,698
145,672

0
26

29,761
29,754

0
7

34,099
34,099

0
0

石 　 平
財 産 区

田 　 沢
財 産 区

茂 　 原
財 産 区

岩代下水
道 事 業

安達下水
道 事 業

東和簡易
水道事業

岩代簡易
水道事業

安達簡易
水道事業

佐勢ノ宮住宅
団地造成事業

針 　 道
財 産 区

区 分 工業団地造成事業 下水道事業水道事業宅地造成事業
収 　 入

支 　 出

支 　 出
収 　 入

収　益　的

資　本　的

259,926
346,632
―　　　
261,900

624,220
620,008
269,197
460,083

926,541
821,085
291,223
603,510

0
―　　　
―　　　
―　　　

特 別 会 計 決 算

企 業 会 計 決 算
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問　健康づくり推進事業のホールボディカウンターの整備に
ついて、弘前病院から無償で機器の提供を受け、旧保
健所に設置するとのことであるが、その経緯と機器の状
態および旧保健所の修繕の程度はどのようになるか。

答　経緯については、前回の内部被ばく先行調査の関係
で市民がさらなる実施を希望している意向を内部被ばく
調査専門家チームの医師へ伝えていたことから、独立
行政法人国立病院機構弘前病院を紹介された。状態と
しては、東海村ＪＣＯ臨界事故を受け、平成１２年に国策
として配備されたものである。また、旧保健所の２階レント
ゲン室に配置を予定しており、修繕については壁紙の張
替え、空調設備の更新などを考えている。

問　放射能汚染対策事業の民間住宅除染業務委託に
ついて、方法として、庭の表土除去、屋根、外壁、雨ど
い、犬走りの除染等で１軒１００万円の経費を見込んで
いるとのことであるが、この方法はある程度の効果が実

証されている。実証実験であれば既存技術のコスト削
減等を目的に行うべきである。

答　民間住宅除染業務については比較的放射線量が高
い地区の家屋、とりあえず２軒をモデルとして安価でかつ
効率的な手法を検討し、今後の除染活動に活用したい。

二本松市一般会計補正予算について
市 民 産 業 常 任 委 員 会

問　名目津温泉の湯量は、震災により減少しており、必要
な湯量を確保するために、今回の補正予算でボーリン
グ調査等を行うと説明されたが、各種申請手数料や申
請書作成委託料とはどのような経費か。

答　温泉を掘削する場合は、必ず福島県自然環境保全
審議会温泉部会に申請手続きを行い、許可を得なけれ
ばならない。

　　今回の補正予算では、ボーリング調査等の経費に加
え、それに伴う申請手数料と申請書の作成を委託する
経費を計上したもので、初めて掘削する時と同じ手続き
が必要である。

二本松市一般会計補正予算について

常任委員会報告

総 務 常 任 委 員 会

名目津温泉の源泉調査等の説明を受ける様子

現地調査（用水路災害復旧（渋川字大黒地内））の様子



7常任委員会報告

問　岳下小学校正門前の道路改良について、当初、教育
費で予算計上していたものを、今回土木費に振り替える
ことに至った経緯は。

答　大型バスを利用する際の児童の安全を確保するた
め、当初、教育費の予算で、国道４５９号沿いの北消防
署入り口付近を拡幅し、バス待避所を設置する予定で
いたが、最近になって、岳下小学校正門前の道路であ
る市道大壇４号線沿いに、拡幅に必要な道路用地の取
得見通しがついたことにより、当該道路を一般市道整備
事業で整備するものである。

問　下水道汚泥を仮置きするために、１ｔごとに収納する袋
１枚あたりの単価はいくらか。

答　液体汚染物を保管する袋で、気密性が高く臭気を抑
えることができるとともに、紫外線に強く耐久性もあり、ま

た、コーティングとしてアルミを蒸着し、放射線拡散の抑制
効果もある袋で、１枚あたりの単価は、２２，０５０円である。

二本松市一般会計補正予算について
建 設 水 道 常 任 委 員 会

問　遺族会運営費補助金について、その積算根拠は
どのようになっているか。

答　東日本大震災で被災した忠魂碑を修繕する遺族
会に対して、県の遺族会から修繕費５０万円を限
度に４５％の補助金が支給されるため、その残額
相当を市で補助するものである。

問　福祉施設整備において、地域密着型サービス事
業はどのような経緯で中止になったのか。

答　小規模多機能型居宅介護と認知症対応型デイサー
ビスの事業所を平成２４年１月に開所予定していた
医療法人から、東日本大震災により法人全体で甚大
な被害を受け、事業計画全般の見直しが必要となっ
たため、当市での事業を中止したい旨の申し出が

二本松市一般会計補正予算について
文 教 福 祉 常 任 委 員 会

　９月12日に付託された各議案は、９月15日～16日にかけて、各常任委員会で詳細な審査が
行われ、最終日28日の本会議で、各常任委員長から審査の経過と結果が報告されました。
　各常任委員長から報告された審査の主な状況をお知らせします。

大壇４号線道路改良工事の説明を受ける様子

机上審査の様子

あったものである。



8 一般質問

安　斎　政　保
［市　政　会］

❶原発事故に伴う市民の安全と
安心について

問 答

本　多　勝　実
［市政刷新会議「創松未来」］

❶小中学校への非常用無線機設
置について
❷二本松市復興計画について

問 答

［発言順］

一 般 質 問一 般 質 問

　9月定例会の一般質問は、9月１2日から１5日の４日間にわたり１9人の議員が登壇
し、活発な議論が展開されました。
　主な質問について、各議員から寄せられた原稿を原文のまま掲載します。

❶①大震災では、連絡体制に問題
はなかったか。

②非常用無線機を設置する考えは。

❷①復興計画を議会の審議に付し
て議会の承認を得る考えはある
のか。

②どのような体制で策定作業を進
めるのか。

③策定時期の目標と議会との意
見調整はどのようにするのか。

④復興計画の対象者はどのように
考えているのか。

❶①停電対策を考慮しながら通信
体制の整備も含め検討する。

②地形による電波障害、停電対策
を考慮しながら検討する。

❷①復興計画を示す基本方針の策
定に向けて検討を進めている。

②関係課長等による幹部会を組
織して議論をスタートさせ、長期
総合計画と同様に進行管理を
する。

③本年１２月を目途に策定し、平成
２４年度当初予算に必要な措
置を講ずる。

④二本松市民を対象に考えている。

❶国土交通省の上川崎字昆布内
地内阿武隈川敷地に他の地区の
刈草を無断で素掘りで埋めた為、
撤去を求めてトラブルとなった。市と
して情報の提供を早くできないか。

❷子ども達への対応と対策について
　子どもや家族のストレス、家族の絆

などへの、対策が求められている。
乳幼児、保育、幼稚園児、小・中学
生の避難の状況は。

❶原発事故による放射能の恐怖にさ
らされている市民の皆さんのことを
考えるならば、国は地元自治体と
協議すべきであった。今後二度と
このようなことのないよう、市と国土
交通省の間で連携強化を図り、市
民への速やかな情報提供に努め
て行く。
❷０歳から６歳までの乳幼児、保育・

幼稚園児は９月１日現在で133名。
住所を移さず区域外就学の手続
をしている児童生徒は小学生41
名、中学生５名。



9一般質問

菅　野　　　明
［日本共産党二本松市議団］

❶	農作物の放射能対策について
❷市民生活を守るための施策に
ついて

問 答

小　林　　　均
［公　明　党］

❶公立学校施設の防災機能強化
について
❷台風、ゲリラ豪雨災害への対
応について

問 答

平　栗　征　雄
［市政刷新会議「創松未来」］

❶二本松文化センター駐車場建
設について
❷亀谷公衆トイレの設置につい
て

問 答

❶最新鋭の簡易な「食品放射線検
査機器」を設置し、市民が収穫し
た農作物の測定を行い、市民の
不安解消の取り組みを。
❷①原発事故による精神的苦痛にも

賠償すべきとの市民の声に対
する市長の見解は。

　②国道等に大気中の放射線量を
表示する電光掲示板設置を関
係機関と取り組むべきと考えるが。

　③先の二本松市民総決起大会は
大盛会だった。同様に全県規
模の集会開催を県等に働きか
けを。

❶６月議会で議決した購入機器の
使用状況等により判断する。

❷①自主的避難や市内に留まってい
る市民も含めて、賠償の対象な
ので引き続き強く求めていく。

　②電光掲示板での表示も含め、関
係機関と調整、協議し要望して
いく。

　③これまでも県市長会、安達地方
市町村会等において活発な行
動を展開してきた。今後も必要
に応じて、関係団体との調整を
図りながら行動していく。

❶①建物の耐震化に加え、天井材
や照明器具などの落下防止対
策は。

　②避難所としての物資の備蓄や、
施設設備の整備・充実の考えは。

　③学校での省エネルギー対策は。
❷①近年の本市の気候変動の実態と

それに伴う土砂災害の現状は。
　②土砂災害ハザードマップとそれに

伴う避難勧告等の発令基準は。
　③災害時の情報伝達体制と対処

マニュアルは。また、災害時要援
護者の登録制度の現状は。

　④降雨量50mm基準を見直す考
えは。

❶①平成25年度耐震化完了を目指
す。実施設計に非構造部材の
落下対策も反映し、日頃の点検
を強化する。

　②所管部署と共に検討を進める。
　③省エネルギーの推進を図りたい。
❷①昨年からゲリラ豪雨が頻発、大

雨警報は昨年の９回に対し15
回。土砂災害警戒情報は6回
発表。

　②平成20年に作成、発令基準は定
めておらず、今後検討していく。

　③地域防災計画で定めている。23
年度中にシステムを構築する。

　④県では見直しの考えは無い。

❶市民会館改修整備計画の中で今
年度は基本設計、平成24年度に
本体工事等を予定し、現在の弓
道場敷地への立体駐車場を検討
中である。
❷御免町公園への公衆トイレ設置

は、県との協議で駐車場がないた
め設置できないとの回答。

　南小学校入口の歯科医院脇の市
有地にトイレ建設をできないかは、
暗渠もあり、市有地のみの間口で
は狭く利用しづらいため、この件に
ついては、利用状況や需要をみて
全体的に検討する。

❶昨年12月に駐車場の拡張をお願
いした。どのように検討してきたか。

❷市内には、公衆トイレが充実し、観
光立市として当然と思ってきた。し
かし、亀谷にはない。「今後の検討
課題」と昨年６月の答弁だったが、
その後の経過について

センター内弓道場と駐車場



10 一般質問

鈴　木　利　英
［市政刷新会議「創松未来」］

❶農畜産業に対する放射能汚染
対策について
❷全市民の内部被ばく調査につ
いて

問 答

堀　籠　新　一
［真　誠　会］

❶本市での大震災と原発災害に
よる市政運営と財政について
❷義援金、寄附金、見舞金の現
状と利用状況について

問 答

五 十 嵐　勝　蔵
［真　誠　会］

❶東京電力福島第一原発事故に
伴う損害賠償について
❷学校施設（プール）利用に伴
う放射能防護対策について

問 答
❶東京電力福島第一原発事故に

伴う一般市民の被害・損害実態
調査の実施、一般市民の代表とし
て、市が東京電力へ損害賠償請
求する考えはないか。

❷来年度以降、児童生徒が安心し
てプールの利用が出来るよう、小・
中学校の屋外プールの屋内化を
検討できないか。

❶一般市民の被害・損害の実態調
査は困難であるが、経済的な被害
のみならず、精神的な損害も含め、
すべての市民、すべての県民を賠
償の対象にできるよう要望していく。

❷来年度からの学校プール再開に
ついては、現在、空気中の放射性
物質が希薄な状況になってきてお
り、更に徹底した除染を行い、子ど
もたちが安心して利用できる状況
を取り戻すことに専念したい。

❶①水田、畑作にかかる放射能汚
染対策について

　②県と市独自の早期出荷米放射性
物質調査結果の違いについて

❷市独自でホールボディカウンターを
導入する理由、経緯について

❶①除染することであると考える。放
射性物質を取り除く技術の研究
成果を注視し、技術指導する。

　②それぞれの調査資料の個体
差、測定機器の精度の違いによ
るものと考えられる。公表は、そ
のあり方、影響などを関係機関
等とも協議し、当該者と市民に
お知らせする。

❷県が実施する県民健康管理調査
は、調査時期が不明確で、今は迅
速な対応が求められているので、本
市独自の調査が必要と判断した。

❶①災害復旧に要した費用の現在
までの歳入と歳出について

　②原発災害による放射性物質被
害対策に要した費用の現在ま
での歳入と歳出について

　③市独自での精神的被害や自主
避難費用、間接的被害の支援
策は。

❷①市に寄せられた義援金額と寄
附金、見舞金について

　②義援金の配分と使途について

❶①経費は16億1,600万円で、歳入
は国県支出金7億円、市債6億
5,400万円、一般財源2億6,200
万円。

　②経費は11億3,300万円で、歳入
は国県支出金5億2,700万円、
市債3億円、一般財源3億600
万円。

　③緊急度合い、優先順位を見なが
ら、必要な支援策を講ずる。

❷①8月末までに383件4,300万円で、
寄附金、見舞金は2,900万円。

　②家屋全壊14世帯、半壊268世帯
の被災者に配分し、寄付金は、
今後の復興事業の財源とする。
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平　　　敏　子
［日本共産党二本松市議団］

❶子どもを放射線から守る取り
組みについて

❷介護保険制度について

問 答

深　谷　勇　吉
［真　誠　会］

❶福島第一原子力発電所事故に
よる市の対応について

❷	市道211号郭内塩沢町線の
道路改良と歩道設置について

問 答

熊　田　義　春
［市　政　会］

❶放射線量について
❷作付稲の安全確認について

問 答

❶①特別教室へのエアコン設置の
考えは。

　②環境放射線量の低いスカイピア
体育館等、公共施設の無料開
放と市民への周知は。

　③９月以降も放射線の低い地域で
親子でリフレッシュできる取り組
みを市独自で実施する考えは。

❷3年毎の制度見直しによる第六次
高齢者福祉計画と第五期介護保
険事業改定において、要支援者
の介護保険給付は、これまで通り
継続されるべきと考えるが、市の方
針は。

❶①各学校施設で受変電施設の大
規模改造を見込み検討したい。

　②あだたら体育館の無料開放を
検討し、市民への周知を実施し
たい。

　③妊婦を対象に空間線量の少な
い温泉地、乳幼児は日帰りのバ
ス旅行、ふれあい事業を検討し
たい。

❷「介護予防・日常生活支援総合事
業」の創設により、要支援の認定を
受けた方への介護予防事業を総
合的かつ一体的に提供できるもの
と認識。サービスが後退することの
ないよう取り組んでいく。

❶①個人の庭等の除染を市で行な
うことは考えられないか。

　②搾乳、肉牛に対する販売の促進
を市で行なうことはできないか。

　③米だけでなく、稲わら等の線量
検査の実施について行なうこと
はできないか。

　④輸入飼料に頼らざるを得ない
が、防疫対策を行なう考えはな
いか。

❷歩道と車道を分離した道路改良
を早急に実施し、安心安全な道路
をつくるべきではないか。

❶①予算上の問題、期間を考慮し、実
施計画を策定する予定である。

　②県が定めた出荷方法を守ること
で安全安心をアピール、販売に
繋がっていくものと考えている。

　③県では、稲わら及び籾殻の線量
調査、さらには圃場内の土壌検
査も実施するとのことである。

　④関係機関と連携して的確な対
応が取れるよう努める。

❷来月中に発注することで事務を進
める。相当の事業費が見込まれ、
改良は歩道整備後に検討する。

❶①バッジ式線量計の配布状況に
ついて

　②子ども達に対する、今後の取り
組みについて

❷①堆肥の調査依頼をしたのか。
　　検査の実施について行なうこと
　　は考えられないか。
　②緊急を要する問題が起きた時

の対応準備はできているのか。

❶①対象者は乳幼児から高校生、
希望する妊婦と一般女性。配
布数は11,381人、送付後返却
が289人、現在装着者は11,092
人となっている。

　②外部被爆量及び内部被爆量
測定の継続や家庭での学習、
低減対策事業などを実施する。

❷①県にモニタリングの必要性をお
願いしたところ、実施する方向
で検討中とのことである。

　②県やＪＡ等の関係機関、近隣市
村と連携し対処する。
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安　部　匡　俊
［あぶくま会］

❶放射能汚染による、地下水の
安全性について

❷めん羊飼育事業の今後の対策
について

問 答

髙　橋　正　弘
［あぶくま会］

❶東京電力福島第一原子力発電
所事故放射線量低減対策につ
いて

❷文化財の保護保存について

問 答

菅　野　寿　雄
［市　政　会］

❶固定資産税の減免について
❷原発事故から農業を守るため
の取り組みについて

問 答
❶①原発事故汚染に伴う資産価値

の下落に対し、固定資産税の減
免を適用させるべきではないか。

　②減免に際しては、個人からの申
請によらず、一律減免とすべき
ではないか。

❷①県が実施するモニタリング（放
射性物質濃度調査）の計画は
示されているのか。

　②堆肥の物流再開に向けての市
の取り組みは。

❶①原発事故に伴う資産価値の評価
について、今後国に対して方針
策定を迫りながら検討を進める。

　②何らかの軽減策を実施すること
になれば、手続きの簡素化は市
民の立場で考えていきたい。

❷①稲ワラ・もみ殻は米の予備検査
時に実施される。堆肥は実施に
向け検討中であるが、野菜の茎
葉は計画されていない。

　②堆肥の放射線量調査が重要で
あり、県のモニタリングを補完する
形で市独自の調査を行いたい。

❶水質検査の結果と公表につい
て。震災後に水質の危険性を感じ
ボーリングを実施した世帯や、今
後予定している世帯に、特別支援
補助を実施すべきではないのか。
水道未普及地域の事業見直しを
早急に行い、事業の推進を図るべ
きではないか。
❷めん羊の市場中止に対する今後

の方針は。販売できないめん羊の
価格補償は。優良めん羊導入事
業の資金返済免除は。めん羊事業
と荒廃地に対する今後の対策は。

❶給水区域外68ケ所の検体を調査
し間もなく結果が出る。判り次第広
報等で公表する。ボーリング補助
の需要は増加しているが、現在の
１件36万円の助成で対応していき
たい。放射能汚染による不安から、
要望は多く長期的視点に立ち、独
立採算制を基本に検討していく。
❷８月30日、県国へ生産者の窮状を

訴え要望書を提出した。１年間返
済を猶予する方針でいる。損害賠
償は全額支払を求めていく。放牧
のできる環境整備に取り組む。

❶①町内会等が除染した汚泥等の
仮置場の方針が示されたが、国
の最終処分場の設置は。

　②６月に実施した放射線量内部
被ばくの結果と全市民の内部
被ばく調査をどうするのか。

❷市指定文化財の内容と件数、歴
史の道の保存と活用について

❶①最終処分場は、国が責任を持ち
早急に場所を選定、建設するよ
う市長会等を通じ要望している。

　②20人の方がそれぞれ一番厳し
い規制値年間１ミリシーベルトを
十分下回っている結果であっ
た。旧二本松保健所で全市民
の内部被ばく調査を行う。

❷市指定文化財は、118件であり、歴
史の道は旧相馬街道（塩の道）が
あるが文化財として保存すること
は困難であり住民の方々で守り伝
えていただきたい。
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野　地　久　夫
［市政刷新会議「創松未来」］

❶二本松市放射線量低減化活動
事業について

❷豪雨災害防止について

問 答

中　田　涼　介
［真　政　会］

❶二本松市復興計画基本方針
（素案）について
❷除染に対する市役所の組織体
制について

問 答
❶この度明らかになった二本松市復

興計画基本方針（素案）では、本
市の復旧・復興が５年で一応のメ
ドが立つこととなっている。国・県の
除染に対する基本的方針が仮置
場を始め定かでない中で、この計
画は市民に対し責任が持てるの
か。
❷本市として行政の当面の最優先

課題は除染にあることは論を待た
ない。「放射能測定除染課」が新
設されるが、この新設は庁内の機
能的組織にすべきではないか。

❶今期定例会での議論、市民検討
委員会での意見、さらに国、県等
の復興計画、財政支援等を勘案
し、復興計画の期間は基本的に、
今後10年を目標期間に設定し、事
業計画を立案していきたい。

❷今後増大する除染対策を維持す
る上では、新たな体制機能が必要
と判断した。ある程度長期戦を覚
悟しなければならない業務でもあり
本腰を入れて取り組む必要がある。

❶二本松市にふさわしい除染計画
を策定すべきと考えるが、その計
画はあるのか。
❷①阿武隈川水系の避難勧告・避

難指示までの一連の流れにつ
いて

　②急傾斜地崩壊危険箇所・土石
流災害警戒区域等への避難
勧告、避難指示について

❶国の示す除染方針・除染実施ガイ
ドラインを踏まえ、市が実施する除
染実施計画を作成中で、市民が
安全で安心して暮らせる計画を策
定する。
❷①安達ヶ原水位計の水位5.5mで

職員・消防団員待機、6.5mで消
防団出動、7.5mで対策本部設
置、８ｍで避難勧告、10.1mで避
難指示を発令する。

　②非難勧告、避難指示の判断基
準は定めていないので、今後早
急に検討する。

佐　藤　源　市
［あぶくま会］

❶原発事故によるカントリーパー
クとうわの放射能汚染対策
❷放射能汚染対策について

問 答
❶芝生の除染対策について
❷①農作物放射能測定器の稼動

実施計画について
　②水稲モニタリングの現状と今後

の対応について
　③農産物の汚染による被害額に

ついて

❶刈り込み回数を３回増やし根元ま
で深く刈り込む。また冬前に芝全面
に目土を掛け状況を確認する。
❷①本庁地下で、12月より３台の測

定器が稼動する計画である。
　②旧町村単位で調査し、基準値

200ベクレルを超えれば、重点調
査区域に指定、再調査となる。

　③損害賠償請求額は畜産５億
300万円、園芸6,300万円、生乳
9,300万円となり、その他に風評
被害も多額が見込まれる。

一般質問

油井八軒町水害

カントリーパークの除染作業
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新　野　　　洋
［市政刷新会議「創松未来」］

❶被災後の定住・二地域居住促
進について

❷浪江町商工会とタイアップし
た空き店舗対策について

問 答

斎　藤　広　二
［日本共産党二本松市議団］

❶常設のモニタリングポスト（放
射線測定器）増設について
❷自然再生エネルギーへの取り
組みについて

問 答
❶①市役所本庁前の既設活用と大

規模な配置について
②個人の行動記録を思い出すた

め市の行動記録の公表を。

❷①福島第一原発、第二原発の廃
炉について市長の考えは。

②自然再生エネルギーの実態と
再生エネルギー買取法における
取り組み方針は。

❶①９月９日に稼動しホームページで
公表。国に１９箇所要望してい
る。線量計の予算化は２１９台。
借用１５台。概ね２００世帯に１
台配備したい。

　②災害対策本部情報で公表する。
❷①早期に廃炉すべきと考えている。
　②市内水力発電所は４箇所1,756

万円の電源立地交付金があり、
市の補助制度がある太陽光発
電は平成22年233kw。再生可
能エネルギーの普及、拡大に
向けて事業者への支援強化を
国、県に働きかける。

❶放射線から逃れるために、県外へ
一時避難している若者が戻ってこら
れるように、安心して子育てが出来
る低線量地区への宅地造成や市
営住宅の建設、それに合わせた補
助制度等を検討してはいかがか。
❷大震災と原発事故そして風評被

害により、人や車の流れ、そして消
費動向が大きく変化している。商店
街活性化のために、浪江町商工会
とタイアップした空き店舗対策等に
ついても早急に検討すべきではな
いか。

❶将来の本市発展を見据え、優良な
住宅地の開発や働く場の確保を
推進し、全ての市民が健康で安心
して暮らせる環境づくりを進め、市
民の定着、県内県外からの移住を
促進してまいりたい。
❷商店会の魅力向上及び街中のに

ぎわいを創出するためには、大変
有効な手段と考える。商工会議所
と連携を図りながら、浪江町及び
浪江町商工会と協議を進め、空き
店舗の情報提供に努めていく。

平成23年第６回（７月）臨時会
　7月臨時会が7月21日に開催されました。提出された議案は、工事請負契約締結について、工事委託契約締結
について、補正予算など4件で、審議の結果、全議案原案のとおり可決されました。

　◎工事請負契約締結について　(仮称)とうわこども園新築主体工事を行うもの。

　◎工事委託契約締結について　橋梁整備事業菅田橋架替工事(旧橋撤去工事)を行うもの。

　◎平成２３年度 二本松市一般会計補正予算
　放射能汚染から市民の生命と安全を守るための健康管理対策事業並びに放射線量低減化対策、さらに災
害復旧事業の追加措置に要する経費等について予算補正を行うもの。
　主なものは、消防費で、防災対策管理経費として、線量計・高圧洗浄機購入等を含め除染活動を実施す
る団体への補助、井戸水・土壌調査委託、汚泥仮置き場設置委託等２１６，２８３千円など、合計額で
２１８，１０６千円を補正措置するもの。

　〈議員提出議案〉東京電力福島第一原子力発電所事故による肉牛出荷制限に関する意見書の提出について
　東京電力福島第一原子力発電所事故による肉牛出荷制限に関し万全を期するよう内閣総理大臣ほか政府関
係機関に対し意見書を提出しようとするもの。
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　さらに、各種放射線測定器を導入し、き
め細やかな放射線量の測定を行い、安全な
生活環境の確保に努めること。

⑹ 安全な教育環境の確保について
　教育施設の修繕工事と通学路を含めた除
染を早期に行い、安全な教育環境の確保に
努めること。

⑺ 特別区域等の制定と財政支援、損害賠償
について

　国、県に対して、特別立法による特別区
域への指定や原子力災害対策経費の全額負
担を強く求めること。
　また、すべての市民の放射線不安による
精神的苦痛に対し、十分な損害賠償を求め
ること。

⑻ 予算の執行について
　平成２３年度予算の執行にあたっては、
今回の震災等において事業の中止や延期、
見直しなどによる執行不要または不可能と
なった予算を精査し、災害復旧や復興、放
射性物質に対する除去や風評被害への対応
など、市民の安全と安心の確保を最優先し
て進めること。
　また、平成２４年度予算の編成にあたっ
ては、震災前の二本松市を取り戻し、復興
させるために必要な事業の予算を充分に確
保して編成すること。
　さらに、今回の震災による自然災害の復
興経費は別として、東京電力福島第一原子
力発電所事故による原子力災害と風評被害
は人災であることから、これらの経費及
び、これから必要な経費負担については、
強く国や東京電力へ要求していくこと。

中間報告
　市議会では、４月２１日に議長を委員長とする二本松市議会災害対策連絡会議を設置
し、市内における被災状況や放射性物質による汚染状況の把握に努めるとともに、当面の
対応策についての協議を進めてまいりましたが、８月１９日に中間報告をまとめ、２４日
に市長へ提出いたしました。
　以下、市への提言部分を中心にその要旨を掲載いたします。

主な市への提言～市民生活の復興に向けて～
⑴ 復興計画及び防災計画等について

　福島県復興ビジョンに基づく実施計画の
早期策定及び実現を県へ強く要望するとと
もに、市の復興計画を策定すること。
　また、県及び市の地域防災計画を見直
し、災害に強いまちづくりを推進するた
め、原子力災害対策等を総合的に担当する
部署の設置を検討することこと。

⑵ 自主防災対策について
　災害に強いまちづくりのため、自主防災
組織の設立と強化に努め、原子力災害への
備えと家庭における防災に対する意識の向
上を図ること。

⑶ 放射能汚染に対する健康管理等について
　ガラスバッジによる積算放射線量の測定
や、子どもの定期健康診断等の実施により
健康管理の推進に努め、健康管理について
極め細やかな説明会を開催すること。
　また、震災直後からの放射線量を公開
し、幼児等の積算被ばく量の試算について
は、初期の放射線量も加えること。

⑷ 産業の復興と風評被害への対応について
　国及び東京電力に対し、農畜産物の出荷
制限や取引拒否などによる営業損害、観光
客の減少による損失についての補償制度の
確立を強く求めるとともに、風評被害対策
と雇用の創出に努めること。

⑸ 放射性物質除染対策と安全な生活環境の
確保について

　放射性物質の除染は、国が責任を持って
取り組むよう強く求めること。
　また、市内全域の除染を計画的に進める
とともに、放射性廃棄物の処理方法の適正
な指導に努めること。

災害対 策 連 絡会 議
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◎次回の定例会は12月上旬開会の
予定です。皆様お気軽に傍聴に
おいでください。

◎市議会だより、または、当市議会に対
するご意見ご感想をお寄せください。

あて先
〒964-8601 二本松市金色403-1
市議会だより編集委員会
TEL 55-5143（議会事務局）
FAX 22-6047
E-ｍail
 shomu@city.nihonmatsu.lg.jp

お 知 ら せ

議
会
の
動
き

議
会
の
動
き

7．　7
１３
１５
１９
２０
〃
２１
〃
〃
２２
〃
２７

8．　８
〃
１９
〃
２３
２４
２６

２８
9．　２

〃
〃
６
〃
２０
２２
〃
２６
〃
〃
２８
〃
〃

にほんまつ市議会だより編集委員会
会派代表者会議
にほんまつ市議会だより編集委員会
安達地方広域行政組合議会議会運営委員会
議会運営委員会
二本松市議会災害対策連絡会議
平成23年第６回（７月）臨時市議会
議会運営委員会
議員協議会
安達地方広域行政組合議会７月定例会
安達地方広域行政組合議会全員協議会
安達地方地域振興懇談会
富岡興業株式会社旧産業廃棄物最終処分場現地
視察
二本松市議会災害対策連絡会議
議員協議会
会派代表者会議
安達地方広域行政組合議会議会運営委員会
二本松市議会災害対策連絡会議中間報告書提出
安達地方広域行政組合会議８月臨時会
東日本大震災・原発放射能被害対策二本松市民
総決起大会
議会運営委員会
会派代表者会議
にほんまつ市議会だより編集委員会
平成23年第７回（９月）定例議会開会
議員協議会
決算審査特別委員会（～２６日）
議員協議会
会派代表者会議
議会運営委員会
議員協議会
会派代表者会議
平成23年第７回（９月）定例議会閉会
議会運営委員会
議員協議会

（

月

月

7

9

）

（

月

月

7

9

）

◇ 編 集 委 員 会 ◇
委  員  長 　 平 　  敏 子
副 委 員 長   菅 野  寿 雄

熊 田  義 春
安 斎  政 保
深 谷  勇 吉
堀 籠  新 一
安 部  匡 俊
斎 藤  広 二

　市議会における会議の全文をまとめた会議録を二本松市のホームページ上
で閲覧できます。平成17年第1回（12月）臨時会から閲覧することができます。
市ホームページを開き「二本松市議会」→「会議録」→「二本松市議会会議
録検索システムへ」の順にクリックしていただくとご覧になれます。
　詳しい検索方法については、検索画面内の「使い方」をご参照ください。

二本松市議会会議録検索システムアドレス
http://www.kaigiroku.net/kensaku/nihonmatsu/nihonmatsu.html

議 会 傍 聴
　９月13日は二本松公民館高齢者学
級の皆様78名が、14日には二本松市
婦人団体連合会と東和女性セミナー
の皆様78名が傍聴に訪れました。

編集後記
　今年も実りの秋になり、子どもの頃
に登って食べた柿の木のもとへ5０年
ぶりに行ってみました。昔と同じように
橙色に熟した柿の実がたわわに実り、
日差しの中で輝いて見ていた小さい
頃この柿の木にはお世話になったん
だと懐かしい気持ちでした。この柿の
木も、黄金色に実った稲も放射線を
浴びながらも元気に実を付けている
姿に力をもらった気がします。
　放射線に負けないで市民一丸とな
り、この難局を打開しなければなりま
せん。
　役所、議会はもちろん市民の幸せ
を願い取組んでいるところです。

市議会の会議録をインターネットで公開しています

本会議の映像をインターネットで配信しています
　平成23年6月定例会から、本会議の模様を収録した映像をインターネットで
配信しています。市ホームページを開き、「二本松市議会」→「録画中継」の
順にクリックしていただくとご覧になれます。

二本松市議会映像配信アドレス
http://www.discussvision.net/nihonmatsusi/index.html


